
１．評価調書【今後の取り組み】の改善状況

年度 23 年度

180万円
自主財源(賛助会費)の拡大
（目標額）

150万円 160万円 170万円

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

　自主財源(賛助会費)の確保については，役員による募集拡大を図っていく。また，
大口会員の確保に努める。

工
程

実施事項 20 年度 21 年度 22

【今後の取り組み】

③

　今後とも効率性を高めるため，会費，賛助会費などの自主財源の確保に努めるとともに，新たな自主財源の確保につ
いて検討を進める。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容

　会費の見直しを行い，自主財源の増を図った。(１万円→２万円　学校団体は従来
どおり)
　賛助会費及び新たな自主財源の確保については，引き続き検討していく。

協議・実施

体育協会固有職員の配置 協議・検討 協議・検討 協議・検討 協議・検討

役割分担の見直し 協議・実施 協議・実施 協議・実施

22 年度 23 年度

  役割分担を見直し，スポーツ指導者育成事業と市民綱引き大会の実施を市体育
協会が事務局として担った。

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

　引き続き役割分担の見直し協議を行うとともに，体育協会の経営の自律性を高め
るために固有職員の配置についてスポーツ振興課と協議し，固有職員の配置に伴
い派遣職員は随時引き上げていく。

工
程

実施事項 20 年度 21 年度

【今後の取り組み】

②

　所管課との役割分担をさらに進め，経営の自律性を高めていく。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容

年度 年度

スポーツ振興検討会議 協議・検討 協議・検討

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

  中長期的な協会の事業展開の展望などを協議・検討するため,市の所管課の支援
を得ながら協会の職員を中心に構成するスポーツ振興検討会議を設置,開催し，全
市的なスポ－ツの振興に取り組んでいく。

工
程

実施事項 20 年度 21 年度

【今後の取り組み】

①

　今後とも協会・所管課で協力してスポ－ツ振興を図っていく。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

これまでの改善・対応内容

　所管課，区及び地域スポーツ団体と連携して区毎に市体育協会下部組織の体育
協会を設立して，区におけるスポーツ振興の基盤を確立したことで，市全域にわた
る対応が可能となった。

外郭団体評価　改善状況報告調書（平成１９年度評価分）

団体名 財団法人新潟市体育協会
所管課

　スポーツ振興課
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２．評価調書【総合評価】における「今後の取り組みに対する評価，改善指示事項」の改善状況

役割分担の見直し 協議・実施 協議・実施 協議・実施 協議・実施

年度

スポーツ振興検討会議 検討及び情報収集 検討及び情報収集

年度 22 年度 23

これまでの改善・対応内容

　19年度は区や地域スポーツ団体と連携し，区体育協会を設立し，地域におけるス
ポーツ振興の推進基盤を確立した。
　市民のスポーツ活動を支援するため，ホームページを立ち上げてスポーツ情報の
提供に努めた。
　また，市との役割分担を見直し，新たに２事業を事務局として実施することとした。

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

　事業における民間及び企業との連携を含め，今後も市との見直し協議を行い，役
割分担の明確化を進めていく。

工
程

実施事項 20 年度 21

【総合評価】今後の取り組みに対する評価，改善指示事項
　市との役割分担の明確化にあたっては，昨今の各種スポーツへの民間企業による進出状況に鑑み，市民や企業等による
スポーツ活動への支援，地元企業，大学及び市民等との連携によりスポーツの普及振興を図ることを団体の役割とする方
向で検討されたい。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定

中長期計画の策定検討

年度年度 22 年度
事務レベルでの会
議の開催(年２～３
回)

21

協議・検討 協議・検討 策定

今
後
の
改
善
・
対
応

今後の改善・対応方針等

  中長期的な協会の事業展開の展望などを協議・検討するため,市の所管課の支援
を得ながら協会の職員を中心に構成するスポーツ振興検討会議を設置,開催し，全
市的なスポ－ツの振興に取り組んでいく。

工
程

実施事項 20 年度

スポーツ振興検討会議 検討及び情報収集

これまでの改善・対応内容

　政令市体育協会として組織及び寄付行為等の見直しを行った。また，新たに市か
ら専任職員１名が派遣され，市からの新規２事業を加えて役割分担を担った。

【総合評価】今後の取り組みに対する評価，改善指示事項
　組織のあり方や市との役割分担，事業目標，新たな自主財源の確保策などを含め，中長期計画を策定し，積極的に事業
を展開していく必要がある。

改善・対応区分 既に改善・対応済み 今後（引き続き）改善・対応予定
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